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Ⅰ 緒 言 

 
我が国の農業水利施設の多くは，長期供用下におかれ

更新の時期を迎えている。水利システムにおける構造に

関する機能だけではなく，水理，水利用に関する機能も

含めた総合的な機能診断の必要性に対応し，これまで数

多くの研究成果が得られている。 

中島（2003）は，水利システムそのものの機能を明ら

かにする必要があると考え，用水路系を対象とし，構造，

水理，水利用に関する機能毎の機能分析を行う上での着

眼点および分析手法を提案している。また，これらを中

島・中村（2003）は，中島（2003）の用水路系を対象と

した研究成果をもとに，排水路系に拡張している。 

中・樽屋（2008）は，用水路系を対象とし，水理およ

び水利用に関する機能と性能の基本的考え方を整理し，

各性能に対してはその照査項目と照査指標を提案して

いる。 

樽屋・三春（2009）は，用水路系を対象とし，水理お

よび水利用に関する機能・性能に着目し，課題の抽出か

ら対策の検討までが可能な水路カルテの作成事例を紹

介している。また，三春ら（2009）は，水路カルテとと

もに，水利システム内の各施設要素を記号化し，その構

造や機能，操作方法等を表現した水利機能図（以降，「水

理機能平面図」と称する）の有効性も併せて整理してい

る。 

最近では，樽屋ら（2012）は，既往の研究成果を礎に，

用水路系を対象とし，システムの点，線，面の診断の流

れでの水理および水利用に関する診断手順の再整理を

行うとともに，水路カルテをより視覚的に理解すること

が可能な水理機能診断カルテの作成事例を紹介してい

る。しかし，樽屋ら（2012）は，調査・診断項目の過不

足と現地適用性の検討を行うまでには至っておらず，今

後の診断手順の普及を推進していく中で，課題が残され

ている。 

以上のことから，本研究では，樽屋ら（2012）が提唱

する水理および水利用に関する機能診断手順の現地適

用を行うことを目的とし，開水路からパイプラインに移

行する現地水路システムを対象とした水理機能診断を

実施し，診断結果をもとに，対策案の提案を行った。 

 

Ⅱ 研究の方法 

 
2.1 研究対象とする水路システム 

Fig.1 は，研究対象とする水路システムの概要を示す。

研究対象とする水路システムは，国営 A 用水農業水利

事業により更新された，開水路からパイプラインに移行
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Fig.1 研究対象とする水路システムの概要 
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する B 分水工～C 放水工～D 分水工（総延長 L=7.1km）

区間とする。 

 

2.2 研究の手順 

まず，研究対象とする B 分水工～C 放水工～D 分水工

における施設更新による水理機能の変遷を水理機能平

面図に整理した（Fig.2）。次に、B 分水工，C 放水工お

よび D 分水工の施設毎に，現地調査および聞き取りを

実施し，水理上の問題点を踏まえ，これらの分水地点に

おける水理機能診断カルテを作成した（以降，「点の診

断」と称する）。次に，点の診断結果を踏まえ，B 分水

工，C 放水工および D 分水工の施設間において，TM/TC
データ（水位，流量）を用いた分析および診断を行った

（以降，「線の診断」と称する）。最後に，点および線の

診断結果に基づき，対策案の提案を行った。  

 

2.3 調査，分析および診断の方法 
2.3.1 施設更新による水理機能の変遷と各段階の問

 
施設更新による水理機能の変遷の整理においては，工

事図面および施設管理者等からの聞き取りに基づき，事

業別に，水理機能平面図を作成した。なお，水理機能平

面図における，対象施設の構造，機能および制御方式の

記号化にあたっては，既往の研究成果（農村工学研究所，

2012）を参考にした。  
2.3.2 点の診断 

Table 1 は，施設毎の点の診断項目を示す。点の診断

は，主に Table 1 に示す項目について，対象施設毎に，

現地調査および施設管理者からの聞き取りを実施し，水

理機能診断カルテを作成した。 

本稿では，主に B 分水工における作成事例を紹介す

る。本分水工においては，非かんがい期，かんがい期の

計 2 回の調査を実施した。非かんがい期（平成 24 年 2
月下旬）においては，特に，目視および標尺を用いた手

測りでの流況把握，施設管理者からの聞き取りによる日

常のゲート操作方法（制御方式）の把握を行った。また，

かんがい期（平成 24 年 7 月中旬）においては，Teledyne 
RD instruments 社製のドップラー式多層流向流速計

（ADCP）を用いた流量の把握を行った。なお，計 2回の

調査の時期は，それぞれ C 放水工改修前，改修後に当た

る。 

2.3.3 線の診断 
線の診断においては，点の診断にて抽出した問題に対

し，TM/TC データ（土地改良区管理）を用いて，対象

施設間の水位、流量の関係を整理し，分析および診断を

行った。なお，TM/TC データは，C 放水工改修前（平

成 23 年），改修後（平成 24 年）の内，降雨が無く，水

位，流量の著しい変化が見られない期間を選定した

（Table 2）。降雨の有無は，対象地区近隣観測所の雨量

データ（国土交通省水文水質データベース）に基づき判

断した。 
 

診断項目 概　要

（1）施設状況 簡易的な外観目視による施設状況について整理する。

（2）水位計形式および設置位置
対象施設の上下流における水位計の有無，形式とともに，設置位置について
整理する。

（3）余裕水深
主に対象施設上流における水位（痕跡）について，余裕水深確保，溢水の有
無について整理する。

（4）ゲート開度 調査時のゲート開度について整理する。

（5）流況 対象施設上下流における流況（水位痕跡）について整理する。

（6）分水位の安定性
分水工における分水位を決定する構造（セキ，オリフィス，複合型）および
分水位の安定性について整理する。

（7）H-Q曲線 H-Q（水位-流量）曲線の作成が可能であるかどうかについて整理する。

（8）制御方式 用水管理および排水管理における制御方式について整理する。

（9）分水比（量）
TM/TCデータ，あるいは必要に応じて現地流量観測結果をもとに，分水比
（量）を整理する。

Table 1 施設毎の点の診断項目 

Function diagnosis indicators for every division work 

Table 2 対象とするデータの概要 

Target data 

使用するデータ TM/TCデータ（10分間隔の計測）

対象とする期間
C放水工改修前（2011年）40日分

C放水工改修後（2012年）79日分

対象とするデータ項目
（Fig.1）

B分水工下流　G幹線　水位・流量

C放水工　水位・余水放流量

D分水工　水位
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題点の整理



 

Ⅲ 調査結果 

 
3.1 施設更新による水理機能の変遷と各段階の問題点

Fig.2 は，水理機能の変遷を把握するための水理機能

平面図を示す。Fig.2 は，施設更新による水理機能の変

遷を（a）事業①，（b）事業②，（c）事業③の流れで整

理した。なお，本稿では，水位流量制御方式として，上

流制御方式（上流からの水位，流量の情報に基づく制御

方式），下流制御方式（下流からの水位，流量の情報に

基づく制御方式）という用語を用いるが，解釈は USBR
（1991）に準じるものとする。 

 Fig.2（a）より，国営 A 用水農業水利事業に着手した

事業①では，F 幹線および G 幹線の 2 路線に分水する B
分水工が建設され，当時の G 幹線は開水路にて末端ま

で送水するシステムを有していた。 

 Fig.2（b）より，事業②では，B 分水工下流の G 幹線

のパイプライン化とともに，余水吐を有する分水スタン

ド（C 放水工，D 分水工）を設置し，D 分水工では調整

池（E 池）との接続が行われた。なお，事業②における

パイプライン化の目的は，用水の安定供給と用水路の維

持管理労力の軽減などである。 

事業②完了後，運用開始したところ，事業①では確認

されなかった B 分水工下流における G 幹線の水位・流

量不安定，減勢不良および溢水の問題が生じた。それら

の問題解決を図るため，水位流量制御を行うゲートの使

用を上下流落差が大きな制水ゲート（B 分水工の中央）

から，より上下流落差が小さい放水ゲート（同分水工の

右岸）に変更したが，抜本的な問題解決には至らなかっ

た。また，パイプライン化による充水維持の必要性より，

余水吐（C 放水工，D 分水工）からの常時越流が生じ，

余水放流量が増加するといった問題も生じ，G 幹線の水

位・流量不安定等の問題と併せた対策が必要となった。 

Fig.2（c）より，事業③では，事業②で生じた問題に

対し，C 放水工にて，越流セキの設置および分水スタン

ドの容量拡大（Fig.3）が実施された。越流セキの設置は，

極力，越流セキの上流水位と下流水位の独立性を維持す

ること（完全ではないが，水位流量制御方式を上流制御

方式に移行すること）による，同放水工上流の水位・流

量の安定化を図るものである。また，分水スタンドの増

設は，需要変動に対する調整容量を増強することによ

る，同放水工下流の水位・流量の安定化および同放流工

における余水放流量の減少を図るものである。なお，本

稿では，詳述しないが，事業②および事業③における C
放水工の設計思想は，ともに，同じ設計基準（土地改良

事業計画設計基準及び運用・解説 設計「パイプライン」

平成 21 年 3 月）に準じている。 

以上のように，施設更新による水理機能の変遷を事業

①，事業②，事業③の流れで水理機能平面図に整理する

ことにより，C 放水工改修後，G 幹線における水位・流

量不安定等の問題が解決できていないことを把握した。

そこで，点および線の診断を行うにあたっては，C 放水

工改修前後（事業②，③）の流況変化に着目することと

する。 

 
3.2 点の診断 

3.2.1 B 分水工 

 Fig.4 は，B 分水工における水理機能診断カルテ（非

かんがい期）を示す。Fig.4（1）より，非かんがい期に

て現地水路における目視および施設管理者からの聞き

取りにより，B 分水工下流の G 幹線における水位・流量

不安定，減勢不良および溢水の問題が生じていることが

わかった。また，それらの問題は，非かんがい期よりも

かんがい期の方が顕著に現れることを聞き取りより確

認した。Fig.4（2）より，日常のゲート操作方法等につ

いて施設管理者からの聞き取りを行い，用水管理と排水

管理における水位流量制御方式は，両者ともに上流制御

方式であることを確認した。また，B 分水工下流の水位

は，度々，除塵機ゴミ詰まりにより上昇し，その水位が

B 分水工上流側に影響を及ぼし，B 分水工下流の水位で

流れが決まってしまうこと（水位流量制御方式が下流制

御方式に移行すること）を確認した。 
Fig.5 は，B 分水工における水理機能診断カルテ（か

んがい期）を示す。Fig.5（1）より，かんがい期にて B
分水工下流の G 幹線において，30 秒間程度で 12cm（平

均値）の水位変動が生じている。また，Fig.5（2）に示

すように，ADCP を用いた流量観測を行い，B 分水工に

おける分水比は概ね計画と一致していることを確認し

た。 
3.2.2 C 放水工 
Fig.6 は，C 放水工における水理機能診断カルテ（か

んがい期）を示す。かんがい期にて，C 放水工の越流セ

キ上流における水位痕跡より，水位変動量（3cm 程度）

を確認し，比較的安定していることがわかった。また，

放流管からの余水放流が生じている状況を確認した。な

お，本来は，余水吐からの越流により余水放流する計画

となっているが，維持管理上の問題から，余水吐は利用

されていなかった。 
3.2.3 D 分水工 

 D 分水工においては，かんがい期にて，余水吐からの

越流により，E 池への余水放流が生じている状況であっ

た。この余水放流は，シール高の確保とパイプライン化

による充水維持の必要性より生じたものであり，年間通

じて，余水放流を行っていることを，施設管理者からの

聞き取りより確認した。 

3
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Fig.4（1） B 分水工における水理機能診断カルテ（非かんがい期） 

Diagnosis chart of hydraulic function in division work B（non-irrigation period） 
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Fig.4（2） B 分水工における水理機能診断カルテ（非かんがい期） 

Diagnosis chart of hydraulic function in division work B（non-irrigation period） 
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Fig.5（1） B 分水工における水理機能診断カルテ（かんがい期） 

Diagnosis chart of hydraulic function in division work B（irrigation period） 

※写真中に記載の水面変動量は、30秒程度の 

平均値である。 
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Fig. 5（2） B 分水工における水理機能診断カルテ（かんがい期） 

Diagnosis chart of hydraulic function in division work B（irrigation period） 
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Fig. 6（1） C 放水工における水理機能診断カルテ（かんがい期） 

Diagnosis chart of hydraulic function in wasteway C（irrigation period） 
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Fig. 6（2） C 放水工における水理機能診断カルテ（かんがい期） 

Diagnosis chart of hydraulic function in wasteway C（irrigation period） 
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Ⅳ 分析および診断結果 
 
4.1 線の診断 

4.1.1 B 分水工下流における G 幹線の水位変動量の

 
Fig.7 および Fig.8 は，B 分水工下流における G 幹線の

流量と水位変動量の関係，および G 幹線の水位変動量

と C 放水工の水位の関係を示す。図中に示す流量および

水位は 1 日における平均値，水位変動量は 1 日における

最大値と最小値の差である。Fig.7 に示すように，G 幹

線流量が増加するにつれて，水位変動量が大きくなる。

また，C 放水工改修前後において，水位変動量の分布幅

（0.04m 程度）に変化はない。また，Fig.8 に示すように，

G 幹線流量の範囲（2.5m3/s 未満）が概ね同じ条件下に

おいて，C 放水工改修後，C 放水工水位が 0.04m 程度低

下した。 
以上の分析結果より，C 放水工改修前後において，B

分水工下流 G 幹線の水位変動量の分布幅（Fig.7）に変

化が生じていないことから，越流セキの設置が，B 分水

工下流の G 幹線における水位・流量不安定等の問題に

対する抜本的な解決策となっていないものと考えられ

る。しかし，越流セキの設置を含めた C 放水工の改修を

行うことにより，同放水工越流セキ下流水位の低下が見

られたことは，越流セキの上下流水位の独立性を維持す

ることに繋がるため，水位流量制御方式が，従前の下流

制御方式から，少なからず上流制御方式に移行している

ものと推察される。なお，Fig.8 で見られた，C 放水工

における改修後の水位低下の要因については，後述す

る。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

4.1.2 C 放水工における余水放流量の変化 
Fig.9 は，C 放水工余水放流量と B 分水工下流 G 幹線

流量の関係を示す。図中に示すそれぞれの流量は，1 日

における平均値である。C 放水工改修後，B 分水工下流

における G 幹線流量に対して，余水放流量（0.15m3/s 程
度）が減少した。この現象は，Fig.8 で示した，C 放水

工の水位低下によるものと推察される。 
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変化
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4.1.3 B 分水工から D分水工における水理特性の変            

  化 

Fig.10～Fig.12 は，それぞれ B 分水工下流 G 幹線水位

と C 放水工水位の関係，C 放水工水位と D 分水工水位

の関係，B 分水工水位と D 分水工水位の関係を示す。図

中に示すそれぞれの水位は，1日における平均値である。 

Fig.10 より，C 放水工改修後，C 放水工水位に対して，

B 分水工下流 G 幹線水位が 0.2m 程度上昇した。この現

象は，C 放水工における越流セキ設置による，上流水位

の堰上げ効果によるものである。 
Fig.11 より，C 放水工改修前後で，水位変化が見られ

なかった D 分水工水位に対して，C 放水工水位は低下し

ている。この現象は，C 放水工における，越流セキの設

置，分水スタンドの増設などによる損失水頭の増大によ

るもの，また，越流セキの完全越流時，越流セキで流量

が規定され，セキ下流の水位低下に応じたセキ上流から

の流量の増加が生じないことなどによるものと推察さ

れる。 
Fig.12 より，D 分水工水位に対して，B 分水工下流 G

幹線の水位は上昇している。この現象は，Fig.10 におけ

る考察と同じく，越流セキの設置によるものである。 
以上のことから，C 放水工にて，越流セキの設置と分

水スタンドの増設を含めた改修を行うことにより，B 分

水工から D 分水工における水理特性が変化したものと

推察される。なお，Fig.11 の考察では，C 放水工におけ

る改修後の水位低下の要因を特定できておらず，継続し

て本診断結果を踏まえた分析を行う際は，越流セキ直上

流水位の計測，C 放水工から D 分水工区間における分水

量の計測などを行うことが必要となる。 
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4.1.4 C 放水工における水位流量制御方式の変遷 

上述の点および線の診断結果に示すように，C 放水工

改修後，B 分水工から D 分水工における水理特性の変化

が生じたが，本来目的とした，B 分水工下流の G 幹線に

おける水位・流量不安定等の問題解決には至っていな

い。次章において，B 分水工下流の G 幹線における水

位・流量不安定等の問題に対する対策案について整理す

るが，ここで上述の点および線の診断結果を踏まえ，C
放水工における水位流量制御方式の変遷を再整理した

（Fig.13）。 

（1）事業②：C 放水工の水位流量制御方式は，同放水

工下流の需要変動に依存し，水位流量が変動することか

ら，下流制御方式であった。 

（2）事業③（計画時の想定）：C 放水工における越流セ

キの設置により，極力，同放水工越流セキの上下流水位

の独立性を維持し，同放水工の水位流量制御方式を，従

前の下流制御方式から上流制御方式に変更することを

想定した。 

（3）事業③（現状）：越流セキ上下流における水位条件

により，上流制御方式と下流制御方式が混在している可

能性を有している。 

放流管
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制水ゲート

　余水吐
 （使用）
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Fig.13 C 放水工における水位流量制御方式の変遷 

（a）水理機能平面図 ，（b）C 放水工における流況 

Changes of water level and discharge control methods in wasteway C 

（a）Hydraulic function plan ，（b）Flow behavior in wasteway C 

放流管
制水ゲート

（1）事業② 

（a）水理機能平面図 

（2）事業③ 

（計画時の想定） 

（3）事業③ 

（現状） 

越流セキの上下流水位の 
独立性を維持する。 

越流セキの上下流水位の 
独立性を維持できない。 
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4.2 B 分水工下流における G 幹線の水位・流量不安定

等の問題に対する対策案の提案 

上述の点および線の診断結果を踏まえ，G 幹線の水

位・流量不安定等の問題に対する対策案を検討した

（Fig.14）。 

C 放水工における水位流量制御方式を完全な上流制

御方式とすることを目的とした場合，①上流水位の対

策，②下流水位の対策の 2 案が考えられ，複合的に対策

を講じることが必要である。 

また，両対策を講じる際には，以下の 3 点に留意する

必要がある。①上流水位の対策は，B 分水工下流におけ

る G 幹線の溢水のリスクを高めることにも繋がるため，

併せて開水路側壁の嵩上げおよび余水吐の設置が必要

となる。②下流水位の対策は，C 放水工下流の水位（圧

力）低下を引き起こす可能性があるため，C 放水工から

D 分水工における水理，水利用に関しての検討が必要と

なる。最後に，①上流水位の対策，②下流水位の対策は，

一見，個別に考えがちであるが，対策を講じることによ

り，最低範囲で，B 分水工～C 放水工～D 分水工の水路

システムに影響を及ぼすため，水路システムとして捉

え，十分な検討を行う必要がある。 
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Fig.14 G 幹線の水位・流量不安定等の問題に対する対策案の概要 

Countermeasures for hydraulic problems in canal G 



 

15藤山 宗・樽屋啓之・中田 達：開水路からパイプラインに移行する水路システムの放水工改修に関する水理機能診断 

Ⅴ 結 言 

 
本研究では，樽屋ら（2012）が提唱する水理および水

利用に関する機能診断手順の現地適用を行うことを目

的とし，開水路からパイプラインに移行する現地水路シ

ステム（G 幹線）を対象とした水理機能診断（点および

線の診断）を実施し，以下のような所見が得られた。  

 

① 施設更新による水理機能の変遷を水理機能平面図

に整理することにより，点および線の診断を行うに

あたっての着眼点を把握することができた。 

② 点の診断においては，施設毎に，現地調査および

施設管理者からの聞き取りに基づく水理機能診断

を実施し，水位・流量変動等の問題について水理機

能診断カルテに整理することにより，問題抽出を行

うことができた。 

③ 線の診断においては，点の診断結果を踏まえ，C
放水工改修前後における水理機能および水理特性

の変化について TM/TC データを用いて整理するこ

とにより，C 放水工改修の効果について定量的に評

価することができた。このことから，既往のモニタ

リングデータを活用することで，水理機能診断の一

助となることがわかった。 

④ ①～③の診断結果を踏まえ，事業③完了後の C 放

水工が有している水理機能を明確にすることによ

り，B 分水工下流における G 幹線の水位・流量不安

定等の問題に対する対策案の提案を行った。 

 

今後も継続して，他地区にて，水理および水利用に関

する機能診断手順の適用を試み，手法の汎用化を図る計

画である。なお，現段階における，水理および水利用に

関する機能診断手順の普及範囲は，検討内容から勘案す

ると，農業水利技術者（コンサルタント技術者等）に限

られ，土地改良区職員にも取り組めるようにしていくこ

とが，今後の課題として残されている。 
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Diagnosis of Hydraulic Function for Wasteway Renewal in the Canal System  
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Summary 
In this study, for a local application of diagnosis procedure suggested by Taruya et al. for hydraulic and water 

serviceability functions, the diagnosis of hydraulic function for wasteway renewal in the canal system shifting to 
pipelines from open canals was performed, and obtained results are as follows. 1) The focus for diagnosing in point 
and line by arranging changes of hydraulic function in hydraulic plan could be grasped. 2) On the point diagnosis, the 
diagnosis chart based on results obtained by field survey and facility manager interview revealed hydraulic problems. 
3) On the line diagnosis, TM/TC database was available for quantitative evaluation of wasteway C renewal. 4) Based 
on diagnosis results of hydraulic function for point and line, we could consider countermeasures for hydraulic 
problems.  

 
Key words : canal system, diagnosis of functions, hydraulic function, open canal, pipeline 
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